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教育の機会均等と教育格差の解消を目標に掲げるアメリカの教育政策の一つ、2002年１月に成立したアメリカの公教育政策「落ちこぼれを作らないための初等中等教育法」(No Child Left Behind、以下NCLB法)に着目し、アメリカの児童生徒に対する教育の取り組みを、NCLB法のアカウンタビリティ制度と学校選択を中心として検討する。
教育政策が設立された背景や、マイノリティの児童生徒に対する教育の取り組みを調べ、NCLB法が如何にこれまでの教育政策とは異なっているのかという観点から、アメリカにおけるマイノリティへの教育改革の取り組みを分析し、NCLB法の現状と課題を明らかにする。NCLB法のなかで不利な状況にある児童生徒への教育政策を扱ったタイトルⅠ（Title Ｉ）を中心に、アメリカの教育政策がマイノリティの児童生徒の教育にどのような影響を与えたかを検討する。
